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デジタル化の進展と放送政策に関する調査研究会中間取りまとめ（概要） 

 

 デジタル放送への円滑な移行と多様な国民視聴者のニーズ等に的確に応え得る放送の

発展に向けた放送政策について幅広い観点から行われた議論を整理するとともに、方向

性が得られたものについては考え方を取りまとめたもの。 

 

１ 新規サービスの展開や利活用を巡る課題等 

 

（１）地上デジタルテレビジョン放送の携帯端末向けサービスの在り方 

携帯端末向けサービスが、例えば外出時の短時間視聴といった視聴者のニーズに的確

に応えていく上で、単に固定受信向けのテレビ番組をそのまま流すだけでなく、必要

により編集上のきめ細かい工夫に基づきサービスを展開していく、あるいは非常災害

時に必要な情報を柔軟適切に提供できる環境を、必要により制度面も含め的確に整備

していくことが望まれる。 

（２）サーバー型サービスの在り方 

 サーバー型サービスが、様々な情報通信機器やネットワーク等と連携・連動する中

で、コンテンツを柔軟・的確に利活用でき、かつ、権利者の権利が保護されるＤＲＭ

（デジタル著作権管理）及び個人認証又は機器認証の機能と関連システム等並びに私

的利用の範囲等を含む運用ルールの在り方等について関係者間で早急かつ的確に固め

ていくことが望まれる。あわせて、課金サービスなど、必要な制度的な手当について

も検討を行うことが適当と考える。 

（３）課金サービス 

 サーバー型サービス等では、コンテンツ単位で有料で視聴するような有料課金サー

ビスの展開が想定される。 

 このような有料放送サービスの展開が円滑に進み健全に発達するため、① 国民・

視聴者のニーズ等に柔軟に応えるサービスの展開を可能とするとともに、② サービ

スの高度化・多様化が進展し、契約の締結等を巡り、様々な者が媒介、取次若しくは

代理する中、視聴者が的確にそうしたサービスを利用できる環境を確保することが肝

要である。こうした観点から、今後、必要により制度面を含め、所要の検討を行って

いくことが望まれる。 

 

２ 衛星・ケーブルを巡る課題等 【別添「衛星・ケーブルデジタル放送検討ＷＧ取りまとめ」参照】 

 

（１）ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係 

 プラットフォーム事業が、視聴者とＣＳ放送事業者の間をつなぎ、各ＣＳ放送を束

ねるなど重要な機能を果たしていることにかんがみ、視聴者のニーズがより的確にＣ

Ｓデジタル放送サービスに反映されるとともに、良質な番組が提供され、視聴者の利

益が適切に確保される枠組みの在り方について必要な検討を進めていくべきである。 

 また、あわせて、ＣＳ放送事業者とプラットフォーム事業者との関係について、よ

り公正で透明な関係が確保される枠組みの在り方についても、検討すべきと考えられ
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る。 
（注）プラットフォームとはここではＣＳ放送事業者の代理人として視聴者との契約事務等、課金、
認証といった顧客の管理業務の実施、放送番組送出、番組情報提供（ＥＰＧ等）など放送関連
サービスの実施等の業務の一部又は全部を行う者をいう。 

 

（２）ケーブルテレビ事業者と番組供給事業者等との関係等 

ア 事業者間の連携等 

デジタル化に向けた投資負担の軽減、コミュニティチャンネルの充実といった観

点から、また、放送コンテンツの面でも、今後、ケーブル事業者間で一層の連携を

進めるとともに、場合によっては、衛星放送等を含め有料放送に携わる者が共同で、

コンテンツ制作・利活用等に取り組んでいくことも必要と考えられる。 

さらに、災害時における地域情報の提供や地域の情報インフラの整備といった面

において、地方自治体との連携体制の構築を一層進めていくことも必要と考えられ

る。 

イ 番組供給事業者等とケーブルテレビ事業者の適正な関係の構築 

  放送番組の取引については、市場原理に基づき当事者間で取引価格等が決定され

ることが原則であるが、ケーブルテレビの放送可能番組数の物理的な制約、視聴者

ニーズ及び番組供給事業者の育成の観点等を踏まえ、相互の適切な関係の構築に向

け、関係者間による検討が進められることが望ましい。 

ウ 地域コンテンツの充実 

  ケーブルテレビは、地域に密着したメディアである特性を最大限に発揮しつつ、

デジタル技術の活用等を進めることにより自らのコミュニティチャンネルの魅力を

一層高めるとともに、これが経営にも貢献するような工夫を行っていくことが必要

と考えられる。 

 
３ 放送コンテンツの利活用を巡る課題等 

 

（１）デジタル放送におけるコピー制御の在り方 

視聴者の利便性の確保と権利者の保護に十分配意しつつ、放送事業者、メーカー、

その他の関係者が、「私的使用」の範囲内におけるコピー・ワン・ジェネレーションの

運用の今後の在り方について検討が進められることが望ましい。 

（２）コピー制御の制度的担保の在り方 

放送受信機器におけるコピー制御信号への無反応問題等について、技術的保護手段

の有用性を担保する観点から、法的措置の必要性の有無の検討を行うことが政府とし

ても求められているが、メーカー等による、利用者の利便性の向上と権利者の権利保

護に資する技術開発の促進及びこれによる２０１１年までのデジタル放送への完全

移行に向けた受信機器普及・視聴者の理解といった点も併せて勘案すると、いわゆる

無反応機器に対する罰則を伴う事前規制については、その導入を急ぐのではなく、導

入の時期及び具体的な方向性について、更に慎重な検討を行うことが必要であると考

えられる。 
（注）現在の地上デジタル放送のコピー制御については、コピー制御信号に正しく反応する受信機
器を製造する受信機器メーカーに対してのみ、Ｂ－ＣＡＳ社がカード供給契約を締結しＢ－Ｃ
ＡＳカードを支給するという、契約による担保によって成り立っている。 
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（３）２０１１年のデジタル完全移行に向けた放送コンテンツ流通を確保する手段の在

り方 

地上テレビ放送の２０１１年デジタル完全移行は、現在のアナログ放送のエリ

アを中継局の置局によりカバーし、実現することが基本であるが、完全移行を確

実なものとする上で、ＩＰインフラ（ＩＰ技術を用いた通信インフラ）を活用す

るに当たっては、技術的諸課題とともに権利者の許諾を円滑に得られることが最

大の課題である。このため「知的財産推進計画２００５」にあるとおり、その著

作権法上の位置付けについて、検討を進めることが期待される。 

（４）放送番組のインターネット網への流通促進の在り方 

公衆インターネット網を通じたＶＯＤによる放送番組の流通や利活用を進めて

いく上でも、技術的課題のほか、権利許諾手続上の課題があるが、これについては、

次のように考える。 

① 放送番組が「権利の集合体」と言われる中、現状では、個々の権利者ごとに

事前に許諾を得なければならず、これらの処理を迅速に行うことが困難な状況

にあるため、権利許諾手続の円滑化のための具体的な方策について、例えばオ

ンラインシステムの構築等今後引き続き検討を行っていく必要がある。 

② 放送番組をＩＰインフラに配信する場合の収益の配分ルールに関しては、本

年３月、放送局が制作したテレビドラマをブロードバンドで配信する場合の暫

定的な使用料率について、著作権関係団体と利用者団体協議会との間で一定の

合意が得られたところであるが、引き続きこのような放送コンテンツの流通促

進に寄与する環境を整備していくことが重要である。 

 

４ 放送事業を取り巻く環境の変化等を巡る課題等 

 

（１）対内投資の増加と我が国における株式保有や出資の在り方の変化への対応 

近年における対内投資の増加、我が国における企業再編の活発化など株式保有・

出資の在り方の急激な変化等を踏まえ、国民生活に不可欠な情報の提供手段として

重要な役割を担っている地上放送について、極めて有限希少な電波資源を自国民に

優先利用させている外資規制の趣旨にかんがみ、その実効性を確保するため、従来

の直接出資規制に加えて間接出資規制を導入することとし、電波法及び放送法の一

部を改正する法律案が、本年４月、第１６２回国会に提出されているところである

が、このほか、株式保有や出資の在り方の変化などに伴う放送事業者を巡る環境変

化や放送のデジタル化への対応動向等を踏まえつつ、今後、必要な検討を進めてい

くこととする。 

（２）マスメディア集中排除原則の在り方 

マスメディア集中排除原則については、次のような諸点等も踏まえながら、今後、

検討を進めていくこととする。 

○ 本調査研究会が行ったヒアリングの際にあった、デジタル時代の放送サービスで

良質なコンテンツと多様性を確保していく上で、プレイヤー（放送事業者）を多く

すべきか、複数のメディアを保有する者に多くの番組制作者と連携させながら展開
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させるべきか、多様性と質の確保に必要なルールについて、ここで今一度考えても

らいたいといった観点からの意見 

○ 第三者名義株によりマスメディア集中排除原則に定める出資制限の上限を超えて

出資が行われていたとされる事案を契機として① 同一地域における中波放送と超

短波放送におけるテレビジョン放送の兼営支配の取扱い、② いわゆる三事業支配

禁止の例外規定の適用基準、③ 地域経済の実態と議決権の十分の一超という同一

地域における経営支配の基準等との関係が指摘されており検討事項となっているこ

と 

○ 地上テレビにおけるアナログ放送からデジタル放送への完全移行に際して現在の

アナログ放送のエリアをデジタル放送の中継局によりカバーすることを基本としつ

つ、その他の伝送路を補完的に利活用していく際にマスメディア集中排除原則の適

用の在り方が、今後、検討の俎上に載ることも考えられること 

（３）デジタル時代の公共放送 

 ＮＨＫについては、現状において、なお、国民視聴者の信頼の速やかな回復等によ

る再生に向けた取組の途上であって、その実現が喫緊の課題となっているところであ

り、ＮＨＫにおける組織を挙げての一層の取組が求められている状況にある。 

 したがって、そうしたＮＨＫにおける改革・再生に向けた更なる取組を引き続き注

視しつつ、的確に検討できる状況の下で、改めて、デジタル時代における様々な新し

いサービスの展開とＮＨＫに期待される役割やサービス展開の在り方等について、速

やかに検討を進めていくことが適当と考える。 
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はじめに 

 

１ 大正１４年に我が国においてラジオ放送が開始されてから、本年で８０年になる。

昭和２８年には、テレビ放送が開始され、放送は、基幹的な情報提供メディアと

して発展し、国民生活の中に浸透するとともに、我が国の文化、経済、社会など

多様な分野の発展に寄与してきた。 

 

２ その後も情報通信技術の進歩に伴い、情報通信全体のデジタル化が進展する中、

放送においても、衛星放送、ケーブルテレビのデジタル化に引き続いて、平成１

５年１２月には、地上デジタルテレビジョン放送が開始され、地上、衛星、ケー

ブルのいずれの分野においても放送のデジタル化が進展しつつある。 

 

３ 今後は、デジタル化された放送インフラの高度利活用や高度化するブロードバン

ド情報通信ネットワークとの連携による新しいサービスの展開、ユビキタスな放

送利用環境の充実及びデジタル環境下における放送番組等のコンテンツ利活用等

が円滑に進展し、デジタル化を通じて放送が国民生活の利便性等の向上、活力あ

る経済社会の構築、新たな文化の創造等に大きく寄与することが期待されている。 

 

４ 本調査研究会は、法学、工学、情報学等幅広い分野の学識経験者で構成され、上

記のような環境の中で、デジタル放送への円滑な移行と多様な国民視聴者のニー

ズ等に的確に応え得る放送の発展に向けた放送政策について、幅広い観点から検

討を行うことを目的として、平成１６年７月の発足以来、これまで計１２回の会

合を開催し、様々な観点から検討を行ってきた。その検討に当たっては、放送事

業者のみならずメーカー、電気通信事業者、コンテンツ制作者、地方公共団体、

消費者団体など幅広くデジタル放送にかかわる関係者からの意見を聞きながら進

めてきた。さらに、平成１７年２月以降、課題を、① 新規サービスやその利活

用等を巡る制度的諸課題、② 衛星・ケーブルデジタル放送を巡る諸課題、③ 

デジタル化と公共放送を巡る諸課題、④ デジタル時代における放送コンテンツ

利活用等を巡る諸課題の４つに大別し、それぞれについて、① 新サービスに伴

う制度的諸課題検討ＷＧ、② 衛星・ケーブルデジタル放送検討ＷＧ、③ デジ

タル化と公共放送検討ＷＧ、④ 放送コンテンツ検討ＷＧを立ち上げ、必要に応

じて各分野の専門的な有識者の参画も得て計２８回の会合を重ね、各論について

精力的に議論を重ねてきたところである。 

 

５ 本中間取りまとめは、これまで行われた議論を整理するとともに、検討経緯を踏

まえ、一定の方向性が得られたものについては、考え方を取りまとめたものであ

る。なお、以上の点に加え、放送事業を取り巻くその他の環境変化への対応やＢ

Ｓデジタル放送の在り方等についても今後検討を進めていく。 
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第１章 放送を巡る環境の変化 

 

１ 放送のデジタル化の進展 

１９８０年代以降、情報通信分野における技術革新を背景とし、情報通信メデ

ィアのデジタル化が急速に進展してきた。このような情報通信メディアのデジタ

ル化の流れを受け、放送分野においても、デジタル化が進められている。 

 

具体的には、我が国初のデジタル放送として、平成８年６月、通信衛星（ＣＳ

：Communication Satellite）を用いたＣＳデジタル放送が開始された。これにつ

いては、有料テレビジョン放送を中心とした多チャンネルサービスが行われてい

る。 

さらに、平成１２年１２月には、放送衛星（ＢＳ：Broadcasting Satellite）

によるＢＳデジタル放送が、また、平成１４年３月には、東経１１０度ＣＳデジ

タル放送が開始された。 

このうち、ＢＳデジタル放送については、高精細度テレビジョン放送を中心と

したサービスが行われている。既に、ＢＳデジタル放送については、受信可能世

帯が約８９２万世帯（平成１７年６月末時点）となり、普及が進みつつある。 

 

ケーブルテレビについては、平成１０年７月に一部地域においてデジタル放送

が開始され、その後、デジタル化対応と並行して施設の広帯域化、光化が進めら

れるとともに、インターネット事業や、さらに、ＩＰ電話などのサービスを併せ

て行う、いわゆる「トリプルプレイ」サービスを実現する事業者も出現してきて

いる。 

 

さらに、基幹放送である地上放送についても、平成１５年１２月、地上デジタ

ルテレビジョン放送が、東京、名古屋、大阪の三大都市圏で開始されたところで

あり、今後、平成１８年末までに全国の県庁所在地等で開始される予定となって

いる。 

 

このように、現在、地上、衛星、ケーブルテレビの各分野において、放送のデ

ジタル化が進められているところであり、平成２３年（２０１１年）には、地上

テレビ、衛星テレビ、ケーブルテレビのいずれもアナログ放送を終了し、デジタ

ル放送に完全移行する予定となっている。 
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２ 新規サービスを巡る動向  

（１）地上デジタルテレビジョン放送の携帯端末向けサービス 

我が国の地上デジタルテレビジョン放送の放送方式であるＩＳＤＢ―Ｔ

（Integrated Services Digital Broadcasting - Terrestrial）は、現在の地上

アナログテレビジョン放送と同様の帯域（６ＭＨｚ）を使用しつつ、これを１３

のセグメントに分け、例えば、固定受信向けサービスに使用するセグメントと移

動受信向けサービスに使用するセグメントでそれぞれのサービスに適した異なる

変調方式を併用できることが一つの大きな特徴となっている。 

 

このため、例えば、固定アンテナと接続しているのが一般的で受信環境が安定

している家庭用のテレビ受信機器等向けサービスは１３セグメントのうち１２セ

グメントを使用して情報量重視の変調方式により高精細度テレビジョン放送を行

いつつ、受信環境が安定せず厳しいことが想定されるが伝送する必要のある情報

量が小さくて済む携帯端末向けサービスは残りの１セグメントにより信号受信重

視の変調方式で行うことにより両者を同時に提供することが可能である。 

 

また、ＩＳＤＢ－Ｔの場合は、地上テレビジョン放送の携帯・移動受信におけ

る課題であった「マルチパス（遅延波）による妨害」に強いＯＦＤＭ（直交周波

数分割多重方式）を採用するとともに強力な誤り訂正機能を有することから、現

在の地上アナログテレビジョン放送を車載型テレビや携帯端末で受信した場合の

ような画面の乱れがほとんどなく良好で安定した受信が可能となる。 

さらには、データサービス受信機能も端末側で標準装備される予定であり、携帯

電話端末向けのインターネットサービスとの連携も容易というメリットを有する。 

 

このように、我が国の地上デジタルテレビジョン放送の放送方式は、既に、今

後、実現が期待されている、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」簡単にネ

ットワークに接続可能な環境を目指したユビキタスネットワーク社会に対応した

ものとなっている。 

 

この地上デジタルテレビジョン放送における１セグメントを使用した携帯端末

向けサービス（以下単に「携帯端末向けサービス」という。）は、これに用いる

映像符号化方式の特許問題等のため、平成１５年１２月の地上デジタルテレビジ

ョン放送開始時には間に合わなかったが、平成１６年３月にＡＶＣ／Ｈ．２６４

技術を用いることが決定したことから、平成１８年春の放送開始に向け、現在、

放送事業者等関係者によって準備が進められている。 



 - 6 -

（２）サーバー型サービス 

サーバー型サービスは、地上デジタルテレビジョン放送や衛星デジタルテレビ

ジョン放送で送られてくる放送番組の各シーン名や出演者などの属性情報（以下

「メタデータ」という。）を放送事業者の方で当該放送番組に付加して送り、こ

れを視聴者側で、蓄積機能とメタデータを読み取り活用する機能を有する受信機

器を使用して、視聴しながら蓄積し、又は、一度蓄積し、その後、放送番組に付

加されているメタデータを活用することにより、視聴者が好みのシーンを検索視

聴したり、ダイジェスト視聴したりすることなどを可能とするサービスである。 

このようなサービスは、アナログ技術の段階で実現することは困難であったが、

放送ネットワーク及び端末のデジタル化と、その成果の総合的な活用によって初

めて可能となるものである。 

 

このサーバー型サービスについては、現在、平成１８年度までの実用化に向け、

放送事業者、受信機器メーカー及び通信事業者等により構成される「サーバー型

放送運用規定作成プロジェクト」等の場において、その具体的運用規定と受信機

器仕様の検討が進められている。  

 

（３）地上デジタルラジオ放送 

地上デジタルラジオ放送については、平成１２年１１月、その実用化に向けた

試験放送の免許方針が策定され、周波数事情等を勘案した上で、限られた周波数

を使用して、多様な試験放送を円滑かつ効率的に行うことができるよう、ＶＨＦ

帯の１８８ＭＨｚから１９２ＭＨｚまでの帯域（８個のセグメントに相当）を一

の免許の単位とすることとされた。この免許方針に基づき、平成１５年１０月、

（社）デジタルラジオ推進協会に対して実用化試験放送の免許が付与され、同月

から、東京、大阪において実用化試験放送が開始された。 

 

しかしながら、現状、次のような課題に直面している。 

① 本放送の開始が予定されていた平成２３年以降の地上デジタルラジオ放送

についての、全国的なチャンネルプランをはじめとした具体的な在り方の

見通しが明確となっていない 

② 実用化試験放送が行われているものの、現状、地上デジタルラジオ放送の

サービスモデル、ビジネスモデルが具体的なものとなっておらず、不透明

な状況にある 

③ 以上のような事情などから、未だ、受信機器の市販が行われていない 
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このような地上デジタルラジオ放送を巡る状況などを踏まえ、総務省では、平

成１６年９月から、「デジタル時代のラジオ放送の将来像に関する懇談会」（座長

：林敏彦 放送大学教授）を開催し、地上デジタルラジオ放送の将来像等につい

て検討を進めてきた。そして平成１７年７月、その検討結果が報告書として取り

まとめられた。 

 

この報告書の中で、地上デジタルラジオ放送の今後の展開の基本的枠組みとし

て、以下の考えが示されている。 

 

① 現行制度の枠内で、平成２３年を待たず、早期の本放送開始を図る 

② 平成２３年以前を先行普及時期、それ以降を本格展開時期と位置付ける 

③ 平成１８年中に東京・大阪で本放送を開始し、平成２０年には主要都市

（札幌・仙台・静岡（浜松）・名古屋・広島・福岡を対象として周波数確保

の可能性を検討）で開始することを目標とする 

④ モアチャンネルとしての新規性・多様性を確保する観点から、 

・通信（特に携帯キャリア）・放送連携サービスの展開を可能にする観点か

ら、全国サービスを導入する 

・マルチプレックス方式のもと多様かつ柔軟なチャンネル運用を認める 

⑤ 免許付与に当たっては、既存アナログラジオ局の資産・ノウハウの活用を

十分考慮する 

⑥ 公共放送と民間放送の併存体制を維持する  

 

３ 放送コンテンツの利活用を巡る動向  

（１）デジタルコンテンツの特性  

デジタル放送で提供される放送番組などのいわゆるデジタルコンテンツは、ア

ナログ時代と比較し、その利活用に係る技術の進展とあいまって、ダイジェスト

視聴やシーン検索視聴など、より利便性の高い多様な視聴形態を可能とするほか、

本来、簡便に、劣化することなく複製が可能であるとともに、編集や加工、ある

いは、インターネット上の流通が容易という特性を有している。 

このようなデジタルコンテンツの特性を支えるデジタル技術は例えば、ＤＶＤ

レコーダーが「デジタル三種の神器」に挙げられ、既に世帯普及率が１５％を超

えたとの調査結果（注：（株）ＭＭ総研 平成１７年６月発表）もあるように、

既にデジタル家電市場の大幅な拡大や視聴者の利便性の向上に資しているという

側面がある一方で、現状、次のような事態も生み出している。 
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・ＢＳデジタル放送において放送された、コンサートのライブや音楽番組を中

心に、違法録画物がネットオークションに多数出品され、逮捕者が出る事

例が発生している 

・インターネット上のファイル交換ソフトで交換の対象となっている映像ファ

イルの約８６％が、著作権等の権利の対象で、かつ権利者の許諾がないと

推定されている（注：平成１７年１月、総務省権利クリアランス実験の一

環として（社）コンピュータソフトウェア著作権協会が実施した調査結

果） 

 

（２）デジタル放送におけるコンテンツ保護等の基本的な枠組み 

地上及びＢＳデジタル放送においては、平成１６年４月から、上記の例にみら

れるような放送番組の不正コピーやインターネットへの不正な配信を防ぐため、

Ｂ－ＣＡＳによるコンテンツ保護を実施している。 

これは、デジタル放送の放送番組に、「一回だけの録画は可能だがダビングは

できない」（以下「コピー・ワン・ジェネレーション」という。）とする信号を放

送番組に多重した上で、暗号をかけて放送するものである。 

また、暗号を解く鍵としてＢ－ＣＡＳカードを利用しているため、Ｂ－ＣＡＳ

カードが挿入されていないデジタル放送受信機器では、デジタル放送を視聴する

ことができない。 

 

この「コピー・ワン・ジェネレーション」によるコンテンツ保護が行われるこ

とにより、デジタル放送の放送番組は、アナログ放送の放送番組の場合とは異な

り、原則として、録画した当該放送番組のバックアップを行うことや家庭内ネッ

トワーク上での流通はできず、また、ＨＤＤからＤＶＤ等のリムーバブルメディ

アへはムーブ（ＤＶＤ等へ記録しながらＨＤＤのデータは消去）のみしか行うこ

とができないなどの制約があり、結果として、アナログ放送の放送番組の場合と

比して、これらの面で利便性が損なわれる可能性がある。 

 

４ 対内投資の増加と我が国における株式保有や出資の在り方の変化 

（１）対内投資の増加と外国人持株比率の上昇 

我が国に対する対内直接投資は、１０年スパンで見ると、大幅に増加する傾向

にあり、平成１５年度の実績においては、その合計金額が１０年前の約５倍とな

っている（「国別・地域別対内直接投資実績」財務省統計）。 

 

これに伴い、我が国における上場会社の外国人持株比率にも急激な変化が生じ
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ており、平成６年度には８．１％であったものが、平成１５年度、２１．８％と

なり、この間、株式持合構造解消の進展に伴い比率が低下した国内事業法人や、

個人の持株比率を上回り、さらに平成１６年度には２３．７％に達している

（「平成１６年度株式分布状況調査」全国証券取引所）。 

 

（２）企業合併・企業買収件数の増加 

また、出資の在り方に関する国内法の整備も進んでおり、新株予約権付社債の

発行や株式分割等会社における資金調達手段が多様化している。さらに、持株会

社の解禁、簡易合併制度、株式交換・移転制度等親子会社を容易に設立できる仕

組みが導入され、こうした我が国の企業の株式の流動化や企業再編に係る制度整

備とともに、企業合併・企業買収の件数も、近年増加傾向にあり、平成１１年に

１，０００件を超え、平成１６年度には２，０００件を超えるなど、活発化して

いる。 

 



 - 10 -

第２章 放送政策の課題と方向性等 

 

１ 新規サービスの展開や利活用を巡る課題等  

（１）地上デジタルテレビジョン放送の携帯端末向けサービス 

ア 利活用を巡る動向 

地上デジタルテレビジョン放送における携帯端末向けサービスの開始によ

って、当該地域においては、携帯電話などの携帯端末で、外出先などでもテレ

ビを視聴したり、データサービスを利用できるようになり、放送を通じていつ

でもどこでも必要な情報を得ることが可能となる。 

 

また、携帯電話端末向けのインターネットサービスとの連携により、デー

タサービスからネットサイトへのリンクを張ることも可能である。このため、

こうした通信と放送の連携により、より詳細な情報の取得が可能となるほか、

例えば、テレビ番組と連動したモバイル版の各種予約サービスやネットショッ

ピングなど、より多彩な通信・放送融合サービスの利用やこれらに関連した新

しいビジネスの創出・展開が期待されている。 

 

さらに、携帯端末向けサービスの場合、システム的には、① 緊急信号

（識別子）を送ることにより、外出時を含め多くの人が日常的に携帯している

携帯電話端末を放送波によって必要により起動させ、② 通信サービスにおい

てふくそうが発生し電話回線網への通信規制が余儀なくされる状況であっても、

それらの携帯電話端末向けに安定的に必要な情報を提供することが可能であり、

さらに、③ それらの携帯電話端末の有する位置情報等を活用することにより、

特定の地域にある携帯電話端末のみ起動させて、必要な情報を送ることも可能

となる。 

 

このため、特定の地域に限定した避難勧告等、必要な人に必要な情報を一

刻も早く、かつ、確実に提供することが強く求められる、地震、津波、洪水、

火災等の非常災害時における緊急情報伝達手段としての活用が期待されている。 

 

これを受けて、政府の「ＩＴ政策パッケージ－２００５ ―世界最先端の

ＩＴ国家の実現に向けて―」（平成１７年２月 ＩＴ戦略本部）においても、

「防災等公共分野における地上デジタル放送の高度な利用・活用を推進し、２

００５年度末頃までの携帯端末向け放送の実用化を図る。」こととされている。 
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イ 今後の方向性 

地上デジタルテレビジョン放送における携帯端末向けサービスは、地上デ

ジタルテレビジョン放送で放送されているドラマやスポーツ中継等の番組を家

庭のテレビで視聴中に出かける時間となり、その続きを携帯端末で視聴すると

いったケースや、外出先でそれらの番組を視聴するといった利用形態が基本と

なると考えられるが、例えば、通勤途上の駅での待ち時間の場合にはニュース

番組のダイジェスト版といったように、外出先での短時間視聴を前提にしたコ

ンパクトに編集したテレビ番組提供に対するニーズも考えられる。 

また、ＩＴ政策パッケージ－２００５にもあるとおり、防災分野での利活

用が強く期待されている。 

 

したがって、携帯端末向けサービスが視聴者のニーズに的確に応えていく

上で、単に固定受信向けのテレビ番組をそのまま流すだけでなく、必要により

編集上のきめ細かい工夫に基づきサービスを展開していく、あるいは非常災害

時に必要な情報を柔軟適切に提供できる環境を、必要により制度面を含め的確

に整備していくことが望まれる。（「（４）防災等の公共分野における利活用」

の項も参照） 

 

（２）サーバー型サービス 

ア 利活用を巡る動向 

サーバー型サービスは第１章で述べたとおり、一般家庭において、シーン

検索視聴やダイジェスト視聴など、従来にない、視聴者の嗜好に応じた、より

柔軟で多様な視聴形態を実現するものであるが、公共分野でも、例えば、今後、

学校等において、サーバー型サービスの活用により、更にきめ細やかな教育の

実現が期待されている。 

 

具体的には、教育現場では、学習意欲の向上を図る上で、地上デジタルテ

レビジョン放送の、臨場感あふれるハイビジョンによる高画質番組に、従来の

アナログ放送以上の効果が期待されているが、さらにサーバー型サービスの導

入により、教育番組の放送時間に合わせて授業するのでなく、授業に合わせて

必要な教育番組を利活用することが容易となる。 

また、教育番組中の各種ハイビジョン映像等をテレビのリモコン操作で手

軽に扱うことができるので、必要なシーンのみを次々と検索・再生し、いわば

ＩＣＴ時代の黒板として利用したり、授業の終わりに復習的に教育番組のダイ

ジェスト版を再生し、教育効果を高めることも容易にできるようになる。 
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こうした利活用を通じて、教育現場におけるきめ細やかな教育の実現が期

待されている。 

 

実際、既に、東京都港区の小学校にて、サーバー型サービスの受信機器を

模したパソコンを使用し実験的な授業が行われ、また、東京都三鷹市などにお

いても、サーバー型サービスの教育分野での具体的な利活用に向けた検討が進

められている。 

また、文部科学省においても、「教育における地上デジタルテレビ放送の活

用に関する検討会」にて、教育におけるサーバー型サービスなど地上デジタル

テレビ放送の有効活用方策等について検討が行われ、平成１６年５月に報告書

が取りまとめられるなど、各方面でサーバー型サービスの教育分野での利活用

に向け、検討が進められている。 

 

イ サーバー型サービスを巡る課題と今後の取組 

サーバー型サービスは、メタデータを活用することにより、シーン検索視

聴やダイジェスト視聴など、視聴者の嗜好に応じたより柔軟で多様な視聴形態

の実現を可能とするものである。 

それだけに、そうした機能を活用し、ダイジェスト版をＤＶＤに複製した

り、必要なシーンのみを繋げて編集しＤＶＤに複製するといった柔軟な利活用

に対するニーズが高まる。 

こうした点は、一般視聴者はもとより、教育等の公共分野でサーバー型サ

ービスの利活用を進めていく場合においても同様である。 

 

このため、何よりもまず、サーバー型サービスの受信機器が様々な情報通

信機器やネットワーク、インターネット・ブロードバンドとも連携・連動して

いく通信・放送融合時代において、そうしたニーズに柔軟・的確に応え、① 

利用者の立場に立った利便性が高く使いやすい、かつ② 無断複製されること

がなく権利者の権利が保障される、安全なコンテンツ流通及び利活用システム

としていく上で必要となる、ＤＲＭ（デジタル著作権管理）及び個人認証又は

機器認証の機能、それを支える技術と関連システム並びに私的利用の範囲等を

含むその運用ルールの在り方等について関係者間で早急かつ的確に固めていく

ことが望まれる。（「第２章 ３ 放送コンテンツの利活用を巡る課題等」の項

も参照） 

あわせて、課金サービスなど、必要な制度的な手当についても検討を行う

ことが適当と考える。 
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（３）課金サービス 

サーバー型サービスや地上デジタルラジオ放送のダウンロードサービスなどに

おいては、例えば次のような有料課金サービスの展開が想定される。 

 

・サーバー型サービスで、スクランブル化されたコンテンツを放送し、対応受

信機器で当該コンテンツを受信するとともに、そのコンテンツ利用のため

スクランブルを解除する鍵を放送又は通信ネットワークで配信し、コンテ

ンツ単位で有料による利用を可能とするサービス 

 

・地上デジタルラジオ放送で、スクランブル化されたコンテンツを放送し、対

応受信機器で当該コンテンツを受信するとともに、そのコンテンツ利用の

ためスクランブルを解除する鍵を通信ネットワークで配信し、コンテンツ

単位で有料による利用を可能とするサービス 

 

今後、デジタル時代において、このような有料放送サービスの展開が円滑に進

み、健全に発展していくためには、次のような点が肝要である。 

 

① 国民・視聴者のニーズ等に柔軟に応えるサービスの展開を可能とすること 

② サービスの高度化、サービス内容・料金メニューの多様化が進展し、また、

契約の締結、料金の徴収等を巡り、様々な者が媒介、取次若しくは代理す

ることとなる中、視聴者が的確にそうしたサービスを利用できる環境を確

保すること 

 

こうした観点から、今後、必要により制度面を含め、所要の検討を行っていく

ことが望まれる。 

 

（４）防災等の公共分野における利活用 

ア 現状 

地上放送は、原則として、県域単位を基本とする放送対象地域に対して放

送を実施することとされており、放送事業者は、地域情報提供メディアとして

の役割をはじめ、その放送を通じて地域住民の要望に応えることにより、放送

に関する当該地域社会の要望を充足することが期待されている。 

特に、地上デジタルテレビジョン放送は、マルチチャンネル、データサー

ビスやインターネットとの機能、また、今後開始される、携帯端末向けサービ

スやサーバー型サービスなどの高度なサービスを通じ、これまでにない、多様
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かつきめ細やかな地域放送サービスの実現を可能とするものであり、例えば、

防災や電子自治体サービス、教育等の公共分野における利活用の可能性が大き

く広がることが期待されている。 

 

イ 利活用を巡る動向 

こうした中、例えば、岐阜県においては、平成１５年度及び平成１６年度、

地上デジタルテレビジョン放送を活用し、電子自治体サービスの基盤となるシ

ステムに関する実証実験が行われた。ここでは、① 地上デジタルテレビジョ

ン放送のデータサービスを活用して行う「行政情報提供サービス」、② 情報

量の多い行政情報等について、モニター世帯の要求に応じてインターネットに

より詳細な情報を配信する「詳細情報提供サービス」、③ インターネットの

双方向機能によりデジタルテレビでの施設予約等を可能とする「施設予約等サ

ービス」や、④ 住民基本台帳カードを使用して、デジタルテレビでの電子申

請・届出を可能とする「公的個人認証サービス」などが提供された。 

 

また、愛知県瀬戸市等や静岡県においても、同様に、地上デジタルテレビ

ジョン放送端末のデータサービスやインターネットとの連携機能を活用し、地

方公共団体等が有する行政情報等を提供する取組が進められているなど、いく

つかの先進的な自治体において、地上デジタルテレビジョン放送端末を活用し

た新たな取組が進められている。 

 

さらに、三重県においては、平成１７年３月、気象庁の緊急地震速報をリ

アルタイムで放送用に編集し、地上デジタルテレビジョン放送波により送り、

携帯端末向けサービスの試作端末において受信する実用化試験を実施した。 

 

ウ 今後の方向性 

一方、今後、地上デジタルテレビジョン放送の公共分野での利活用を推進

していく上で、放送事業者と、例えば、その情報元となる地方公共団体等との

役割及び責任分担に関する課題があるとの指摘がある。 

具体的には、地方公共団体等が提供する防災等の公共的なコンテンツを放

送する場合、当該放送番組に係る放送法上の編集責任等は放送事業者が負うが、

即刻放送することが必要な場合であって、仮に提供される情報に一部誤りや不

適切な内容が含まれていた場合などは、それによって生ずる、例えば社会的影

響についてまで放送事業者だけが責任を負うこととすることが必ずしも適当で

ないケースも想定され得る。 
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こうした点については、まずは、今後、総務省の平成１７年度予算で行わ

れる「地上デジタル放送公共アプリケーションパイロット事業」において、

様々な観点から実証実験を行う中で、関係者が協力し、有効な解決ルール等の

可能性の検討を進めていくことが考えられる。 

その上で、必要な場合には、制度的な手当についても検討を行うことが適

当と考える。 

 

２ 衛星・ケーブルを巡る課題等  

（１）ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係  

ア 現状 

平成８年に開始されたＣＳデジタル放送は、現在、放送法に基づき放送番

組の編集について責任を持つ委託放送事業者と放送衛星局の管理・運営を行う

受託放送事業者及び、電気通信役務利用放送法に基づき放送番組の編集につい

て責任を持つ衛星役務利用放送事業者（以下委託放送事業者と衛星役務利用放

送事業者を併せて「ＣＳ放送事業者」という。）と電気通信業務用衛星局の管

理・運営を行う電気通信事業者（以下受託放送事業者と電気通信事業者を併せ

て「衛星事業者」という。）によって実施されているところであるが、ＣＳデ

ジタル放送の分野においては、このようなＣＳ放送事業者と衛星事業者のみな

らず、次のような業務のすべて又は一部を行う、いわゆるプラットフォーム事

業者が事業の展開・普及に大きな役割を担っている。 

 

① ＣＳ放送事業者の代理人としての視聴者との契約事務及びこれらに係

るマーケティング、各種番組のパッケージング、販売促進業務等の展開 

② 課金・認証といった顧客の管理業務の実施 

③ 放送番組送出、番組情報提供（ＥＰＧ等）など放送関連サービスの実

施 

④ 視聴者からの問い合わせや苦情への対応 

 

このようなプラットフォーム事業者の存在は、参入するＣＳ放送事業者に

とって、新たに業務を開始する際に要する課金・認証システム構築等の初期費

用を軽減し、また、放送サービス送出等の設備設置やカスタマー対応等に係る

費用を軽減することが可能となるなどのメリットがあり、ＣＳ放送事業への新

規参入の促進や事業の継続に要するコストの節減に寄与している。 

また、ＣＳ放送事業者にとっては、共通のプラットフォームを利用するこ

とで一定規模の市場が形成され、より有利に事業を展開できるメリットがある。 
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このため、ＣＳアナログ放送時代からこうした事業が展開され、その過程

において複数の事業者によるサービス展開もなされたが、現在では、ＣＳ放送

分野においては、一つのプラットフォーム事業者によるほぼ独占的な状況にあ

る。 

 

イ これまでの取組と直面する課題  

プラットフォーム事業者は、ＣＳ放送事業者にとってその存立に不可欠な

機能を提供しており、また、ＣＳデジタル放送の視聴者からみても、契約の際

はもとより、各種問い合わせ、苦情対応等の直接の窓口となっている。 

したがって、このような重要な機能を担うプラットフォーム事業者とＣＳ

放送事業者との間の事業運営に関する各種の連携が的確かつ円滑に行われ、ま

た、そうした中で、プラットフォーム事業者に寄せられる視聴者の声が的確に

ＣＳデジタル放送のサービス向上・改善等に反映されることが、ＣＳデジタル

放送の一層の普及発展の基盤となる。 

 

逆に、プラットフォーム事業者の業務が適正に行われなかったり、事業者

間の各種の連携が的確に進まず、また、視聴者の声が的確にＣＳデジタル放送

のサービスに反映されなければ、今後におけるＣＳデジタル放送普及発展の基

盤が損なわれ、関係事業者はもとより、視聴者の利益も損なわれるおそれがあ

る。 

 

このため、総務省では、「ＣＳデジタル放送に関係する事業の在り方に関す

る検討会」（座長：舟田正之 立教大学教授）を開催し、平成１５年４月には、

同検討会において、プラットフォーム事業者による「視聴者利益の確保に一層

資する業務の実施」と「ＣＳ放送事業者への一層適正な業務の提供」の確保の

観点から、プラットフォーム事業者がその事業運営に関するガイドラインを自

主的に策定・公表することが適当との報告が取りまとめられ、かつ、その際、

同報告において、そのガイドラインに盛りこむべき事項として「衛星放送にお

けるプラットフォーム事業者の業務に係るガイドラインに関する指針」が示さ

れた。 

これらを受けて、平成１５年７月、プラットフォーム事業者において、「衛

星放送に関するプラットフォーム業務に係るガイドライン」が策定された。 

 

このような取組は、プラットフォーム事業の透明性の確保等に一定の役割を果た

してきたが、現状において、なお、例えば、次のような様々な課題に直面している。 
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① 視聴者との間の関係については、ガイドラインにおいて、「視聴者から

の苦情・要望等が誠実に受け付けられ、適切な対応が図られること」と

されているものの、プラットフォーム事業者の位置付けが明確でなく、

視聴者に仕組みがわかりにくいという側面に加え、プラットフォーム事

業者自身、放送事業者そのものではないため、ＣＳデジタル放送に関す

る視聴者からの不満、要望に十分対応できない面がある 

 

② ＣＳ放送事業者との間の関係についても、ガイドラインにおいては、

「プラットフォーム事業者と委託放送事業者等との利益が相反する場合

に、その適正な解決が図られるようになっていること」とされているも

のの、プラットフォーム事業者の加入促進戦略と個々のＣＳ放送事業者

の利害が相反する場合、あるいは相反しないまでもマッチングしない場

合があり、適切な連携が築けない場合がある 

 

また、本調査研究会において行ったヒアリング等の際、上記①の点につい

て、次のような指摘があった。 

 

・プラットフォーム事業者というのは非常にあいまいな立場で、現行の法制

度の中で商品設定や価格設定をできるのはＣＳ放送事業者であって、視聴

者と直接接するプラットフォーム事業者は一切それには関与できない 

・特にベーシックパックの組成は関係事業者の多様な利害が複雑にかかわ

っており、視聴者の声を反映するのは非常に困難 

・こうした点について、ペイテレビのマーケットを広げていく上でどのよ

うな形がいいのかを考えることが必要ではないか 

・また、ＣＳ放送は多チャンネル放送であるが、文化・教養等の番組は少

なく、そうした分野を含め、多様な番組が存続できるような仕組みが考

えられないか 

 

上記②の点についても、次のような指摘があった。 

 

・ＣＳ放送事業者から見て、プラットフォーム事業者の業務手数料等の額

や使途が適切で効果的か 
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ウ 事業環境の整備 

以上のような点及びプラットフォーム事業が、視聴者とＣＳ放送事業者と

の間をつなぎ、また、各ＣＳ放送を束ねるなど重要な機能を果たしていること

にかんがみ、視聴者のニーズがより的確にＣＳデジタル放送サービスに反映さ

れるとともに、良質な番組が提供され、視聴者の利益が適切に確保される枠組

みの在り方について必要な検討を進めていくべきである。 

また、あわせて、ＣＳ放送事業者とプラットフォーム事業者との関係につ

いて、より公正で透明な関係が確保される枠組みの在り方についても、検討す

べきと考えられる。 

 

（２）ケーブルテレビ事業者と番組供給事業者等との関係等  

ア 現状 

我が国のケーブルテレビは、当初は難視聴の解消を主な目的としたもので

あったが、自主放送の中核の一つであるコミュニティチャンネルによる地域密

着の放送メディアとしての役割、多チャンネル放送メディアとしての役割、イ

ンターネットサービスの提供による情報通信基盤としての役割を加えつつ、成

長してきている。 

 

こうした中、最近、都市部においては、ＭＳＯ（Multiple Systems 

Operator）化によるケーブルテレビ事業者の経営統合等が進むとともに、事業

者間競争の進展に伴い、多チャンネル放送の分野のみならず、いわゆるトリプ

ルプレイサービス（インターネット接続、ケーブルテレビ、電話）や、ＶＯＤ

（ビデオ・オン・デマンド）サービスの提供等が進みつつある。 

一方、地方においては、放送のデジタル化に対応した施設のデジタル化等

を進めていくために、事業者間の連携が進むとともに、地域の情報インフラ整

備、地域情報の提供の促進といった観点から地方公共団体との協力も進んでい

る。  

 

イ 事業環境の整備 

  （ア）事業者間の連携等 

施設のデジタル化に向けた投資負担の軽減、自主放送の中核の一つであ

るコミュニティチャンネルの充実といった観点から、中小の事業者をはじ

めとして、ケーブルテレビ事業者間で一層の連携を進めていくことが必要

となる。 
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また、放送コンテンツの面でも、単独のケーブルテレビ向けのコンテン

ツでは採算的に成り立たないことも考えられることから、今後、地域内外

のケーブルテレビ事業者が共同で、場合によっては、衛星放送等を含め有

料放送に携わる者が共同で、競争力のあるコンテンツ制作及びその利活用

等に一層取り組んでいくことも必要と考えられる。 

 

さらに、ケーブルテレビ事業者は、地方自治体が推進する地域の情報化

政策とも整合を図りつつ、災害時における地域情報の提供、地域の情報イ

ンフラの整備といった面において、地方自治体との連携体制の構築を一層

進めていくことも必要と考えられる。 

 

（イ）番組供給事業者等とケーブルテレビ事業者の適正な関係の構築 

多チャンネル放送の内容の充実は、ケーブルテレビのメディアとしての

魅力を高めていく上で必要不可欠であるが、一方、ケーブルテレビにおい

ては、放送できる番組の数に物理的な制約があるのが実情である。  

放送番組の取引については、市場原理に基づき、放送番組の制作及び流

通にかかわる当事者間で、取引価格・条件が決定されることが原則である

が、番組供給事業者等とケーブルテレビ事業者にあっては、ケーブルテレ

ビの物理的な特性、視聴者のニーズ及び番組供給事業者の育成の観点等を

踏まえ、相互の適正な関係の構築に向け、関係者間による検討が進められ

ることが望ましい。 

 

（ウ）地域コンテンツの充実 

ケーブルテレビは、他の放送メディアに比べ、地域に密着したメディア

であり、その特徴を最大限に発揮しつつ、デジタル技術の活用等を進める

ことにより自らのコミュニティチャンネルの魅力を一層高めるとともに、

これが経営にも貢献するような工夫を行っていくことが必要と考えられる。 

 

３ 放送コンテンツの利活用を巡る課題等 

（１）デジタル放送におけるコピー制御の在り方 

ア 直面する課題 

現在の地上及びＢＳデジタル放送におけるコピー制御の概要については、

第１章で述べたとおりであるが、こうしたルールの運用について、視聴者から

は、例えば、次のような趣旨の意見が寄せられている。 
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・コピーワンスなのになぜダビングができないのか 

・ＨＤＤに記録したデジタル放送の放送番組をＤＶＤへムーブする際、次

の例のような事由で失敗すると、当該放送番組はムーブ元・先いずれに

も残らず消滅してしまう 

（例）ムーブ先のディスク容量不足 

ムーブ先のディスクの汚れ、埃、傷 

・ホームネットワークができない 

・ＳＤカード等の記録媒体にムーブするとオリジナルが消滅するため、Ｈ

ＤＤに記録したコンテンツを残したまま外出先（車内や携帯端末等）で

見る等、コンテンツを並列使用することができない 

 

また、このような意見に対しできるだけ的確に対応していくことが地上テ

レビジョン放送の平成２３年（２０１１年）までのデジタルへの完全移行に向

けた受信機器の普及にとって重要である、との指摘もある。 

 

他方、デジタル放送におけるコピー制御については、本調査研究会及び本

調査研究会放送コンテンツＷＧが行った放送事業者、受信機器メーカー、コン

テンツ制作者などの関係者からのヒアリング等においては、それぞれの立場か

ら、次のような指摘があった。 

 

・放送の場合、放送する番組をリアルタイムで見るのが基本であり、「コピ

ーによる視聴」は副次的な部分。その場合でも１回コピーしてそれをタ

イムシフトで視聴、という使い方がほとんどではないか。したがって、

「コピー・ワン・ジェネレーション」によるコピー制御を行っても、視

聴者にとってそれほどの不自由はないと考える 

・放送事業者が放送するコンテンツをきちんと保護しないと、権利者の許

諾が得られなくなるおそれもある 

・コピー制御については、消費者の視点に立った「啓発活動」と、利便性

を損なわないよう、技術の進歩に対応してスピーディに利活用上の問題

を解決することが必要 

・このままでは、コピー制御の現状についてわかっている人は使わない、

わからない人も使わない、結局、だれも使わないということになってし

まうのではないか 

・権利保護のシステムを作る際には、「禁止」の方向でなく、「解除して適

正な利用を促す」方向に進むことを期待している。権利の保護ばかり考

えていると、利用者、社会全体の利便につながらなくなる 
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イ 基本的方向性 

「権利者の保護」、すなわち、コンテンツ制作者等の権利者が確実に対価を

得られる仕組みを構築することは極めて重要である。 

しかしながら、それと並行して、デジタルコンテンツに関する視聴者の利

便性を確保し、向上させていくことも、デジタル技術の持つ本来の良さ・利便

性を活かす上で、また、デジタルコンテンツの利活用を様々な分野で進めてい

く上でも肝要であり、放送事業者、メーカーをはじめ関係者が一体となって、

そのための障害を取り除く努力を行うことが必要と考えられる。 

このため、以上のような点や視聴者等からの意見を踏まえつつ、視聴者の

利便性の確保と権利者の保護の両面に十分配意しながら、放送事業者、メーカ

ー、その他の関係者において、「私的使用」の範囲内における、コピー・ワ

ン・ジェネレーションの運用の今後の在り方について検討が進められることが

望ましい。 

 

なお、地上及びＢＳデジタル放送受信機器に係るデジタルコンテンツの流

通に関する規格としては、現在、ＩＥＥＥ１３９４（Institute of 

Electrical and Electronic Engineers 1394）によるＤＴＣＰ（Digital 

Transmission Contents Protection）のみが認められているが、家庭内ＩＰネ

ットワークでのコンテンツの流通促進に向け、ＤＴＣＰ－ＩＰ（Digital 

Transmission Contents Protection over Internet Protocol）の採用につい

て、家庭内のＩＰネットワークの状況を十分に踏まえるべきという本調査研究

会放送コンテンツＷＧの要望も踏まえつつ、放送事業者やメーカーとの間で、

精力的に検討が行われたところであり、その成果の早期の実現に向けた取組が

なされることが望ましい。 

 

また、サーバー型サービスについては、ＤＲＭ（デジタル著作権管理）及

び認証の機能、それを支える技術と関連システム等について、現在関係者間で

検討が進められているが、本調査研究会としては、サーバー型サービスのメリ

ットや、本来デジタル技術の有する利便性を活かしつつ、権利者の権利が的確

に保障される方策としては、個人単位での利用制御の活用といったことも、一

つの方策ではないかと考える。 

 

（２）コピー制御の制度的担保の在り方 

ア 直面する課題 
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現在の地上及びＢＳデジタル放送のコピー制御については、コピー制御信

号に正しく反応する受信機器を製造する受信機器メーカーに対してのみ、Ｂ－

ＣＡＳカードが支給されるという、契約による担保によって成り立っている。 

一方、Ｂ－ＣＡＳカードがインターネットオークションで販売された事例

に見られるように、契約による担保の実効性が破られるおそれがあり、コピー

制御信号に対し無反応の機器を製造し、正規でない形で入手したＢ－ＣＡＳカ

ードを併せて使用することで、デジタル放送コンテンツが無制限に複製される

危険性が増してきている、との指摘がある。 

本件については、（社）日本民間放送連盟が平成１７年２月に提出した

『「知的財産推進計画２００４」見直しに関する意見』においても、以下のよ

うに要望している。 

 

３．技術的保護手段等の回避に対する法的規制 

「知的財産推進計画２００４」には、“放送受信機器におけるコピー

制御信号への無反応問題への対応”が提言されているが、地上デジタル

放送・衛星デジタル放送の爆発的な普及を前に、早期に法的整備を図る

べきである。 

 

結果として、「知的財産推進計画２００５」（平成１７年６月 知的財産戦

略本部）においても、以下のように記載されており、政府として検討が求めら

れている。 

 

⑤ 技術的保護手段等の回避等に係る法的規制の対象について方向を得る 

技術的保護手段の有用性を担保する観点から、接続管理（アクセスコン

トロール）回避行為への刑事罰の導入、接続管理回避サービス（技術的保

護を解除する特定情報（シリアルナンバー等）の公衆への提供など）、放送

受信機器におけるコピー制御信号への無反応問題等について、将来の管理

技術開発への影響等を踏まえつつ、法的措置の必要性の有無について、２

００５年度も引き続き検討を行い、必要に応じ所要の措置を講ずる。 

（総務省、法務省、文部科学省、経済産業省）

 

イ 基本的方向性 

本件については、まず、本調査研究会放送コンテンツＷＧにおいて行った、

放送事業者や受信機器メーカーなどの関係者からのヒアリング等において指摘

のあった以下の２点への配慮が必要であると考えられる。 
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① 権利者の理解がなければ、権利者がデジタルテレビ放送に作品を提供

しなくなることで、良質な番組の提供に支障をきたす可能性があり、結

果として、視聴者の利益を損ねる可能性がある 

② 何らかの事態が発生してからではなく、起こることを未然に防止する

という意味では、メーカーに対する一種の事前規制とも解されるが、利

用者の利便性の向上と権利保護の要請を両立させる受信機器の導入とそ

の多様化・低廉化や、それらを支える技術開発の迅速化等が求められて

いるメーカーに対して、配慮が必要である 

 

さらに、平成２３年（２０１１年）までのデジタル放送への完全移行に向

け、利用者の利便性の向上等による受信機器普及や視聴者の一層の理解の必要

性といった点も併せて勘案すると、いわゆる無反応機器に対する罰則を伴う事

前規制については、その導入を急ぐのではなく、導入の時期及び具体的な方向

性について、更に慎重な検討を行うことが必要であると考えられる。 

 

（３）２０１１年のデジタル完全移行に向けた放送コンテンツ流通を確保する手段の

在り方 

ア 直面する課題 

地上テレビジョン放送については、平成２３年（２０１１年）までにアナ

ログ放送からデジタル放送への完全移行を図ることとされている。その際には、

現在のアナログ放送のエリアをデジタル放送の中継局によりカバーすることで

実現することが基本であるが、平成２３年（２０１１年）のデジタル完全移行

を確実なものとする上で、その他の伝送路を補完的に利活用することについて

も、検討が進められている。 

 

この点については、情報通信審議会中間答申「地上デジタル放送の利活用

の在り方と普及に向けて行政の果たすべき役割」（平成１６年７月）において

も、そうした検討を進めていくことが、放送・通信相互の利点を活かした相乗

効果による視聴者の利便向上に加え、放送事業者による投資の効率化の観点か

らも、一定の効果が期待される、と提言されている。 

 

このような中、通信インフラ利用については、既にＷＤＭ（波長分割多

重）を用いた放送の送信が実用化されているが、ＩＰ技術を用いた通信インフ

ラ（以下「ＩＰインフラ」という。）の活用（中継局間の伝送や電気通信役務

利用放送での送信）についても検討を行うことが必要である。 
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この点については、本調査研究会及び本調査研究会放送コンテンツＷＧに

おけるヒアリング等において、次のような指摘があった。 

 

地方公共団体からは、学校、市町村役場及び行政関連施設等の公共施設間

に既に整備されている、地方公共団体が自ら整備したＩＰインフラを活用する

ことも、地上デジタル放送の普及を促進する上で有効な方策の一つではないか、

との指摘がされた。 

一方、放送事業者等からは、ＩＰインフラを活用して放送サービスを提供

する際の課題について、例えば、次のような点について考慮することが必要と

の指摘があった。 

・ＩＰインフラを利用した電気通信役務利用放送に関する著作権法上の位

置付けの明確化 

・地域限定性の技術的担保 

・地上デジタル放送の場合と、内容や品質面での同一性の保持 

・地上デジタル放送の場合と同様の著作権保護を実現するためのＤＲＭ等

の技術的担保 

 

イ 基本的方向性 

放送コンテンツのＩＰインフラへの流通については、技術的諸課題とともに権

利者の許諾を円滑に得られることが、その実現を図る上での最大の課題である。 

このため、その一環でもあるＩＰインフラを利用した電気通信役務利用放

送の著作権法上の位置付けについて、「知的財産推進計画２００５」において

も、以下のように記載されているところであり、このような検討を通じて、Ｉ

Ｐインフラの活用が平成２３年（２０１１年）のデジタル完全移行に資するこ

とが期待される。 

 

2) コンテンツ利用に係る関係者間の合意を形成する  

 ⅰ） （略） 

また、映画や放送番組などのコンテンツのブロードバンドサービス

を利用した電気信役務利用放送における活用に向けて、２００５年度

も引き続き関係者間の協議を奨励するとともに、著作権法上の位置付

けについて、市場や国際的な動向も踏まえつつ検討を行うなどによ

り、そのようなコンテンツの活用を促進する。  

（総務省、文部科学省、経済産業省）
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（４）放送番組のインターネット網への流通促進の在り方 

ア 直面する課題 

放送番組の利活用を進めるに当たっては、公衆インターネット網において

も、簡便に、いつでも、見たい放送番組を見られるようにしていくことが期待

されている。これは、急速に普及しつつあるブロードバンド・ネットワークの

利活用を推進する観点からも期待されている。 

既に、本年７月には、民間放送事業者数社が公衆インターネット網を通じ

たＶＯＤによる放送番組の有料配信構想を発表し、一部サービスが開始される

など、様々な取組が進められつつある。 

しかしながら、このような取組を進める放送事業者等からは、このような

サービスを本格的に普及させていく上で、現状、なお、例えば、次のような課

題に直面しており、関係者とともにこれらを克服していく必要があるとの指摘

があった。 

 

・映像配信サービスについてＰＣ向けとＳＴＢ向けの両方式が考えられる

が、両方式とも課題が存在 

：ＰＣ向け映像配信の場合、高画質安定視聴の実現や著作権保護の限界 

：ＳＴＢ向け映像配信の場合、その前提となるＳＴＢの普及 

・映像コンテンツの高画質化や通信回線の広帯域化に伴う配信コスト増大

の抑制 

・ベスト・エフォートの下でのＱｏＳ（サービスの品質）やその他信頼性

の確保 

・権利許諾手続の円滑化 

 

特に、権利許諾手続に関しては、大きく分けて以下の２点について、課題

として考えられる。 

 

① 放送番組が「権利の集合体」と言われる中、現状では、個々の権利者

ごとに事前に許諾を得なければならないが、これらの許諾手続を迅速に

行うことが困難 

② 当該放送番組をインターネット網に配信する場合の収益の配分ルール

が不明確 
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【例】 

放送番組は、以下のように、過去に放送済みの番組の一部を再利用し

ている場合がある。 

具体的には、新たに制作した番組の中に過去に放送済みの番組を部分

的に抜粋し利用するようなケースであるが、こうした場合、その部分は

「二次利用」となる。つまり、「一次利用」（＝新たに制作した番組）の

中に「二次利用」（＝過去に放送済みの番組）の部分が混在することに

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

このような放送番組をインターネット網に配信しようとすると、図の

「二次利用」部分についてはインターネット配信では「三次利用」に該

当する。三次利用部分については、放送事業者においてもそれを前提と

したデータベースの整理がなされておらず、また、放送事業者と権利者

団体との間での権利処理に関するルールや手続が存在しないことから、

三次利用が円滑に行えず、結果としてインターネット網に配信すること

が困難となる。 

 

イ 基本的方向性  

放送番組の公衆インターネット網への流通においても、技術的諸課題のほか

権利者の許諾を円滑に得るための手続上の各種環境整備がその実現を図る上で

の大きな課題となっている。 

 

技術的な課題の克服については、既に、様々な者によって取組が進められて

おり、今後、公衆インターネット網の更なるブロードバンド化等を通じて、解

決していくことが期待される。 

 

最大の課題である権利許諾手続上の環境整備（上記①及び②）については、

次のように考える。 

一一
次次
利利
用用  

二二
次次
利利
用用  

一一
次次
利利
用用  

二二
次次
利利
用用  

一一
次次
利利
用用  

ああるる放放送送番番組組ののイイメメーージジ  
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①については、権利許諾手続の円滑化のための具体的な方策について、今後

引き続き検討を行っていく必要がある。（例：総務省において、平成１４年度

から３か年にわたり実施してきた「権利クリアランス実証実験」で取りまとめ

られた、コンテンツの円滑な権利処理に不可欠となるメタデータ（当該コンテ

ンツに係る権利者等の属性情報等）の共通言語「汎用メタデータ体系（Ｊメ

タ）」やこれを利用した権利許諾手続に係るオンラインシステムの活用） 

②については、平成１７年３月には、放送局が制作したテレビドラマをブロ

ードバンドで配信する場合の暫定的な使用料率について、著作権関係団体と利

用者団体協議会との間で一定の合意が得られたところであるが、こうした取組

は、放送コンテンツの流通促進に寄与することが期待されるところであり、引

き続きこのような環境を整備していくことが重要である。 

 

４ 放送事業を取り巻く環境の変化等を巡る課題等 

（１）対内投資の増加と我が国における株式保有や出資の在り方の変化への対応 

第１章で述べたように、近年における対内投資の増加や、我が国における株式

保有・出資の在り方の急激な変化等、電波法制定当時（昭和２５年）には想定し

ていなかった事態の出現に伴い、国民生活に不可欠な情報の提供手段として重要

な役割を担っている地上放送について、極めて有限希少な電波資源を自国民に優

先利用させている外資規制の趣旨にかんがみ、その実効性を確保することが必要

となっている。このため、諸外国の例なども参考としつつ、地上放送を行う無線

局の免許について、従来の直接出資規制に加えて間接出資規制を導入することと

し、電波法及び放送法の一部を改正する法律案が、平成１７年４月、第１６２回

国会に提出されている。 

 

このほか、株式保有や出資の在り方の変化などに伴う放送事業を巡る環境変化

や放送のデジタル化への対応動向等を踏まえつつ、今後、必要な検討を進めてい

くこととする。 

 

（２）マスメディア集中排除原則の在り方 

ア マスメディア集中排除原則 

マスメディア集中排除原則は、放送をすることができる機会をできるだけ多

くの者に対し確保することにより、放送による表現の自由ができるだけ多くの

者によって享有されるようにし、健全な民主主義の発展等に寄与しようとする

ものである。 
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このため、マスメディア集中排除原則は、一の者により所有又は支配できる

放送局等の数を制限し、原則として１に限っている。 

 

その際の支配の基準として、議決権の保有に関しては、従来、次のとおりと

されていた。 

 

① 地上放送については、原則として一の者による１０分の１を超える議

決権保有。ただし、議決権保有の対象となる放送局の放送対象地域が重

複しない場合は、５分の１以上の議決権保有 

② 衛星放送（ＢＳデジタル放送）については、原則として一の者による

３分の１以上の議決権保有 

 

このマスメディア集中排除原則については、平成１２年５月から開催さ

れた放送政策研究会（座長：塩野宏 東亜大学通信制大学院教授）におい

て、視聴者が情報を得る手段の選択肢の増大等のメディアの増加・多様化

の進展や、地上ローカル局のデジタル化投資負担やＢＳデジタル放送の円

滑な立ち上げのための投資負担の増大等の経営環境の変化を踏まえた検討

がなされた。 

そして、「放送政策研究会最終報告」（平成１５年２月）において、放送の健

全な発達を図るとともに視聴者が放送による利益を享受し得るため、マスメデ

ィア集中排除原則の基本的な考え方を維持しつつ、変化に対応する見直しを行

うことが提言された。 

 

その後、総務省では同報告を受け、平成１５年６月に、経営基盤の強化や番

組制作力の向上等を図り、もってＢＳデジタル放送の普及を促進するため、地

上放送事業者によるＢＳデジタル委託放送事業者の支配の基準を２分の１超の

議決権保有とした。また、平成１６年３月には、地上放送について、放送対象

地域が隣接する放送事業者が連携する場合については支配の基準を３分の１以

上の議決権保有とし、その場合において一の放送対象地域に他のすべての放送

対象地域が隣接しているときに限って兼営を可能にするとともに、経営困難時

の特例措置を設ける見直しを行った。 

 

イ マスメディア集中排除原則を巡る課題と今後の取組  

マスメディア集中排除原則を巡っては、本調査研究会において行った関係各

界からのヒアリング等の際に、次のような観点からの意見があった。 
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・デジタル時代の放送サービスで良質なコンテンツと多様性を確保してい

く上で、プレイヤー（放送事業者）を多くすべきか、複数のメディアを

保有する者に多くの番組制作者と連携させながら展開させるべきか、多

様性と質の確保に必要なルールについて、ここで今一度考えてもらいた

い 

 

また、その後の状況変化として、平成１６年１１月以降、相次いで発覚した、

第三者名義株によりマスメディア集中排除原則に定める出資制限の上限を超え

て出資が行われていたとされる事案を契機として、同原則を巡り、次のような

点が指摘されており検討事項となっている。 

 

・歴史的経緯があるとはいえ、超短波放送とテレビジョン放送の兼営・支

配を禁止していることと、同一地域における中波放送とテレビジョン放

送の兼営・支配を許容していることとの関係はわかりにくく、不均衡な

のではないか 

・いわゆる三事業支配禁止の例外規定の適用基準があいまいなのではない

か 

・地域によって地元経済の疲弊により、放送局の株式を持ち得る地元の有

力企業の数も限られてきている側面があり、議決権の１０分の１超とい

う同一地域における経営支配の基準とこうした地域の実態との間にミス

マッチが生じているのではないか。それが、今回の一連の違反事案の一

つの遠因となったのではないか 

 

このほか、地上テレビ放送について、平成２３年（２０１１年）における

アナログ放送からデジタル放送への完全移行を図る上で、現在のアナログ放

送のエリアをデジタル放送の中継局によりカバーすることを基本としつつ、

一部、その他の伝送路を補完的に利活用することについても、検討が進めら

れている。 

現在、その技術的条件その他のフィージビリティー等について、総務省の平

成１７年度予算で実証実験を行うべく、準備が進められており、基本的には、

その成果が待たれるところであるが、その上で、そのような伝送路を補完的に

利活用していく際に、マスメディア集中排除原則の適用の在り方についても、

今後、検討の俎上に載ることも考えられる。 
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マスメディア集中排除原則については、以上のような諸点等も踏まえながら、

今後、検討を進めていくこととする。 

 

（３）デジタル時代の公共放送 

ア デジタル時代における公共放送を巡る検討状況 

本調査研究会では、まず、平成１６年秋、関係各界からのヒアリングを実施

し、放送のデジタル化の進展に伴い、今後、様々な新しい放送サービスの提供

やその高度利活用、さらには情報通信ネットワークとの連携による多彩なサー

ビスの展開等が期待される中にあってＮＨＫに期待される役割やサービス展開

の在り方等について、意見を聴取した。 

その概要は、別添１のとおりであり、デジタル化とＮＨＫの業務一般、ＮＨ

Ｋのインターネット利用、ＮＨＫの保有するコンテンツの活用、新しいサービ

スとＮＨＫの財源の在り方等を巡り、様々な意見があった。 

 

また、その後、諸外国の公共放送の新規サービスに向けた取組状況等につい

て、特に欧州を中心に、本調査研究会の構成員や外部専門家からのヒアリング

を行った。 

その結果によれば、欧州の公共放送機関においても様々な取組がなされてお

り、例えば、放送波による携帯端末向けサービスについては、ドイツのＡＲＤ

（ドイツ放送連盟）が、平成１６年７月からベルリンでＤＶＢ－Ｈ（Digital 

Video Broadcasting for Handheld）方式による実験サービスを展開しており、

フィンランドでも、ＹＬＥ（フィンランド放送会社）が、平成１６年１０月か

ら首都ヘルシンキで通信機器メーカー等と共同で実験を開始している。また、

双方向サービスについても、例えば、イタリアにおいて、ＲＡＩ（イタリア放

送協会）が地方公共団体等と協力した双方向公共サービスを提供している。さ

らに、インターネットを利用した番組の二次利用は従前から行われてきている

ところであるが、その実施状況やそれらを巡る議論の状況は別添２のとおりで

あった。 

 

イ ＮＨＫを取り巻く状況の変化 

一方、ＮＨＫを巡っては、平成１６年夏以降、職員による一連の不祥事の発

覚等を契機として、受信料の支払を拒否又は保留される状況が続いてきていた

ところであるが、平成１６年末以降、増加傾向が強まり、平成１６年度末、そ

の累計の件数が７４．７万件となった。 
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このような受信料の支払拒否又は保留の新たな発生は、平成１７年２月及び

３月期をピークに減少傾向に転じているものの、平成１７年度に入ってからも

続いており、４月及び５月期においても、新たに２２．３万件の支払拒否又は

保留が発生している状況にある。 

また、平成１６年度末の総受信契約件数も、前年度末を約２８万件下回るこ

ととなった。 

これらの影響により、平成１６年度収支決算では、受信料収入が対前年度収

支決算を初めて下回り、約６８億円の減収となるなど、経費の節減等により全

体として収支均衡を確保したものの、ＮＨＫの経営を取り巻く状況は厳しいも

のとなっている。 

 

ウ ＮＨＫの取組 

ＮＨＫにおいては、こうした事態を受けて、平成１６年夏以降、不祥事の再

発防止と国民視聴者の信頼の回復に向けて、外部の有識者で構成するＮＨＫ業

務点検・経理適正化委員会を設置し、その助言も得つつ、コンプライアンス活

動の推進や、経理審査・監査体制の強化などの業務運営の改善に関する各種取

組を行ってきている。 

また、平成１７年１月には、経営委員会専属事務局を設置しその機能の強化

を図るとともに、平成１７年度収支予算に盛り込んだ、ＮＨＫの組織・業務全

般にわたる改革の推進に向け、４月には、役員体制を一新し、新役員体制のも

と会長を委員長とする改革・新生委員会を設置するとともに、各界有識者によ

る「デジタル時代のＮＨＫ懇談会」や、外部専門家によるＮＨＫの各種取組

（約束）に関する評価を事業運営に反映するための「ＮＨＫ約束評価委員会」

を設置した。 

さらに、積極的な情報公開の推進と視聴者との結びつきの強化に向けて「ふ

れあいミーティング」の開催等を推進している。 

 

そして、以上のような取組と並行する形で、受信契約と受信料収納の確

保及び受信料の公平負担の確保に向けて、次のような各種の取組を行って

いる。 

 

① 支払拒否・保留者への職員・地域スタッフによる訪問活動の展開 

② 単身世帯、共働き世帯の増加やオートロックマンションの増加により

面接困難世帯、未契約世帯が増加していることへの対応としての不動産

会社、引越会社、電器店、家電量販店等への受信契約の取次の拡大 
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③ 国民視聴者の受信契約等に係る利便性を高めるためのインターネット

契約届出の拡大や、受信料の支払方法へのクレジットカードによる支払

の追加 

 

エ 今後の検討 

本調査研究会としても、こうしたＮＨＫを取り巻く状況の変化等を踏まえ、

ＮＨＫから１６年度収支決算の状況や今後の取組・対応についてヒアリングを

行いつつ、事態の推移を注視してきた。 

しかしながら、現状において、なお、国民視聴者の信頼の速やかな回復等に

よるＮＨＫの再生に向けた取組の途上であって、その実現が喫緊の課題となっ

ているところであり、ＮＨＫにおける組織を挙げての一層の取組が求められて

いる状況にある。 

 

したがって、そうしたＮＨＫにおける改革・再生に向けた更なる取組を引き

続き注視しつつ、的確に検討できる状況の下で、改めて、デジタル時代におけ

る様々な新しいサービスの展開とＮＨＫに期待される役割やサービス展開の在

り方等について、速やかに検討を進めていくことが適当と考える。 

 



デジタル化の進展と放送政策に関する調査研究会
「衛星・ケーブルデジタル放送検討ワーキンググループ」

ＷＧ取りまとめＷＧ取りまとめ

【別添】
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衛星・ケーブルデジタル放送検討ＷＧ概要

１ ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係

（１）現状

（２）これまでの取組と直面する課題

（３）事業環境の整備

２ ケーブルテレビ事業者と番組供給事業者等との関係等

（１）現状

（２）事業環境の整備

ア 事業者間及び地方自治体との連携

イ 番組供給事業者等とケーブルテレビ事業者の適正な関係の構築

ウ 地域コンテンツの充実



衛星・ケーブルデジタル放送検討ＷＧ概要衛星・ケーブルデジタル放送検討ＷＧ概要

１ 本WGの検討対象１１ 本本WGWGの検討対象の検討対象

２ 本WGにおける検討経緯２２ 本本WGWGにおける検討経緯における検討経緯

衛星デジタル放送の事業環境整備のあり方及び放送事業者・番組供給事業者・
プラットフォーム事業者の制度上の位置づけ等放送のデジタル化の進展に伴う衛
星放送・ケーブルテレビ放送分野における諸課題について検討

■ 本ＷＧにおいては、２月以降７回にわたる会合を開催

■ 衛星放送の分野については、まず、ＣＳ放送事業者、衛星事業者及びプラット

フォームの関係における諸課題について検討

■ また、ケーブルテレビ放送分野については、ケーブルテレビ放送事業者間の連

携の推進等について議論するとともに、ケーブル事業者と番組供給事業者等との

関係等について検討



■ 平成８年に開始されたＣＳデジタル放送は、現在、放送法に基づき
放送番組の編集について責任を持つ委託放送事業者と放送衛星局
の管理・運営を行う受託放送事業者及び、電気通信役務利用放送法
に基づき放送番組の編集について責任を持つ衛星役務利用放送事
業者（以下、委託放送事業者と衛星役務利用放送事業者をあわせて、
「ＣＳ放送事業者」という。）と電気通信業務用衛星局の管理・運営を
行う電気通信事業者（以下、受託放送事業者と電気通信事業者をあ
わせて、「衛星事業者」という。）によって実施されているところである
が、ＣＳデジタル放送の分野においては、このようなＣＳ放送事業者と
衛星事業者のみならず、次のような業務のすべて又は一部を行う、
いわゆるプラットフォーム事業者が事業の展開・普及に大きな役割を
担っている。

（１） 現状（１）（１） 現状現状

１ ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係



① 衛星放送視聴契約関係

ＣＳ放送事業者の代理人としての視聴者との契約事務及びこれら
に係るマーケティング、各種番組のパッケージング、販売促進業務等
の展開

② 衛星放送視聴契約の維持関係

課金・認証といった顧客の管理業務の実施

③ 放送サービスの提供関係

放送番組送出、番組情報提供（ＥＰＧ等）など放送関連サービスの
実施

④ 視聴者対応関係

視聴者からの問い合わせや苦情への対応

１ ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係



■ このようなプラットフォーム事業者の存在は、参入するＣＳ放送事業

者にとって、新たに業務を開始する際に要する課金・認証システム構
築等の初期費用を軽減し、また、放送サービス送出等の設備設置やカ
スタマー対応等に係る費用を軽減することが可能となるなどのメリット
があり、ＣＳ放送事業への新規参入の促進や事業の継続に要するコス
トの節減に寄与している。

また、ＣＳ放送事業者にとっては、共通のプラットフォームを利用する

ことで一定規模の市場が形成され、より有利に事業を展開できるメリッ
トがある。

このため、ＣＳアナログ放送時代からこうした事業が展開され、その

過程において複数の事業者によるサービス展開もなされたが、現在で
は、ＣＳ放送分野においては、一つのプラットフォーム事業者によるほ

ぼ独占的な状況にある。

１ ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係



■ プラットフォーム事業者は、ＣＳ放送事業者にとってその存立に
不可欠な機能を提供しており、また、ＣＳデジタル放送の視聴者か
らみても、契約の際はもとより、各種問い合わせ、苦情対応等の直
接の窓口となっている。

したがって、このような重要な機能を担うプラットフォーム事業者
とＣＳ放送事業者との間の事業運営に関する各種の連携が的確か
つ円滑に行われ、また、そうした中で、プラットフォーム事業者に寄
せられる視聴者の声が的確にＣＳデジタル放送のサービス向上・改
善等に反映されることが、ＣＳデジタル放送の一層の普及発展の基
盤となる。

逆に、プラットフォーム事業者の業務が適正に行われなかったり、
事業者間の各種の連携が的確に進まず、また、視聴者の声が的確
にＣＳデジタル放送のサービスに反映されなければ、今後における
ＣＳデジタル放送普及発展の基盤が損なわれ、関係事業者はもと
より、視聴者の利益も損なわれるおそれがある。

１１ ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係

（２） これまでの取組と直面する課題（（２２）） これまでの取組と直面する課題これまでの取組と直面する課題



■ このため、総務省では、「ＣＳデジタル放送に関係する事業の在り方
に関する検討会」（座長：舟田正之立教大学教授）を開催し、平成１５年
４月には、同検討会において、プラットフォーム事業者による「視聴者利
益の確保に一層資する業務の実施」と「ＣＳ放送事業者への一層適正
な業務の提供」の確保の観点から、プラットフォーム事業者がその事業
運営に関するガイドラインを自主的に策定・公表することが適当との報
告がとりまとめられ、かつ、その際、同報告において、そのガイドライン
に盛りこむべき事項として「衛星放送におけるプラットフォーム事業者の
業務に係るガイドラインに関する指針」が示された。

これらを受けて、平成１５年７月、プラットフォーム事業者において、
「衛星放送に関するプラットフォーム業務に係るガイドライン」が策定さ
れた。

このような取組は、プラットフォーム事業の透明性の確保等に一定
の役割を果たしてきたが、現状において、なお、例えば、次のような
様々な課題に直面している。

１１ ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係



① 視聴者との間の関係については、ガイドラインにおいて、「視聴者
からの苦情・要望等が誠実に受け付けられ、適切な対応が図られる
こと」とされているものの、プラットフォーム事業者の位置づけが明確
でなく、視聴者に仕組みがわかりにくいという側面に加え、プラット
フォーム事業者自身、放送事業者そのものではないため、ＣＳデジタ
ル放送に関する視聴者からの不満、要望に十分対応できない面が
ある。

② ＣＳ放送事業者との間の関係についても、ガイドラインにおいては、
「プラットフォーム事業者と委託放送事業者等との利益が相反する場
合に、その適正な解決が図られるようになっていること」とされている
ものの、プラットフォーム事業者の加入促進戦略と個々のＣＳ放送事
業者の利害が相反する場合、あるいは相反しないまでもマッチング
しない場合があり、適切な連携が築けない場合がある。

１ ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係



■ また、本研究会において行ったヒアリング等の際、上記①の点について、
次のような指摘があった。
・ プラットフォーム事業者というのは非常にあいまいな立場で、現行の
法制度の中で商品設定や価格設定をできるのはＣＳ放送事業者であっ
て、視聴者と直接接するプラットフォーム事業者は一切それには関与で
きない
・ 特にベーシックパックの組成は関係事業者の多様な利害が複雑に関
わっており、視聴者の声を反映するのは非常に困難
・ こうした点について、ペイテレビのマーケットを広げていく上でどのよう
な形がいいのかを考えることが必要ではないか
・ また、ＣＳ放送は多チャンネル放送であるが、文化・教養分野等の番
組は少なく、そうした分野を含め、多様な番組が存続できるような仕組
みが考えられないか

上記②の点についても、次のような指摘があった。
・ ＣＳ放送事業者から見て、プラットフォーム事業者の業務手数料等
の額や使途が適切で効果的か

１ ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係



以上のような点及びプラットフォーム事業が、視聴者とＣＳ放送事業

者との間をつなぎ、また、各ＣＳ放送をたばねるなど重要な機能を果た
していることにかんがみ、視聴者のニーズがより的確にＣＳデジタル放
送サービスに反映されるとともに、良質な番組が提供され、視聴者の
利益が適切に確保される枠組みの在り方について必要な検討を進め
ていくべきである。

また、併せて、ＣＳ放送事業者とプラットフォーム事業者との関係に

ついて、より公正で透明な関係が確保される枠組みの在り方について
も、検討すべきと考えられる。

１ ＣＳ放送事業者、衛星事業者、プラットフォームの関係

（３） 事業環境の整備（（３３）） 事業環境の整備事業環境の整備



我が国のケーブルテレビは、当初は難視聴の解消を主な目的としたもので
あったが、自主放送の中核の一つであるコミュニティチャンネルによる地域密
着の放送メディアとしての役割、多チャンネル放送メディアとしての役割、イン
ターネットサービスの提供による情報通信基盤としての役割を加えつつ、成
長してきている。

こうした中、最近、都市部においては、ＭＳＯ(Multiple Systems Operator)
化によるケーブルテレビ事業者の経営統合等が進むとともに、事業者間競
争の進展に伴い、多チャンネル放送の分野のみならず、いわゆるトリプルプ
レイサービス（インターネット接続、ケーブルテレビ、電話）や、ＶＯＤ（ビデオ・
オン・デマンド）サービスの提供等が進みつつある。

一方、地方においては、放送のデジタル化に対応した施設のデジタル化等
を進めていくために、事業者間の連携が進むとともに、地域の情報インフラ
整備、地域情報の提供の促進といった観点から地方公共団体との協力も進
んでいる。

（１） 現状（（１１）） 現状現状

２ ケーブルテレビ事業者と番組供給事業者等との関係等



ア 事業者間の連携等
■ 施設のデジタル化に向けた投資負担の軽減、自主放送の中核の
一つであるコミュニティチャンネルの充実といった観点から、中小の
事業者をはじめとして、ケーブルテレビ事業者間で一層の連携を進
めていくことが必要となる。
■ また、放送コンテンツの面でも、単独のケーブルテレビ向けのコン
テンツでは採算的に成り立たないことも考えられることから、今後、
地域内外のケーブルテレビ事業者が共同で、場合によっては、衛星
放送等を含め有料放送に携わる者が共同で、競争力のあるコンテ
ンツ制作及びその利活用等に一層取り組んでいくことも必要と考え
られる。
■ さらに、ケーブルテレビ事業者は、地方自治体が推進する地域の
情報化政策とも整合を図りつつ、災害時における地域情報の提供、
地域の情報インフラの整備といった面において、地方自治体との連
携体制の構築を一層進めていくことも必要と考えられる。

（２） 事業環境の整備（（２２）） 事業環境の整備事業環境の整備

２ ケーブルテレビ事業者と番組供給事業者等との関係等



イ 番組供給事業者等とケーブルテレビ事業者の適正な関係の構築

■ 多チャンネル放送の内容の充実は、ケーブルテレビのメディアと

しての魅力を高めていく上で必要不可欠であるが、一方、ケーブル
テレビにおいては、放送できる番組の数に物理的な制約があるの
が実情である。

■ 放送番組の取引については、市場原理に基づき、放送番組の

制作及び流通に関わる当事者間で、取引価格・条件が決定される
ことが原則であるが、番組供給事業者等とケーブルテレビ事業者
にあっては、ケーブルテレビの物理的な特性、視聴者のニーズ及
び番組供給事業者の育成の観点等を踏まえ、相互の適正な関係
の構築に向け、関係者間による検討が進められることが望ましい。

２ ケーブルテレビ事業者と番組供給事業者等との関係等



ウ 地域コンテンツの充実

■ ケーブルテレビは、他の放送メディアに比べ、地域に密着した

メディアであり、その特徴を最大限に発揮しつつ、デジタル技術の
活用等を進めることにより自らのコミュニティチャンネルの魅力を
一層高めるとともに、これが経営にも貢献するような工夫を行って
いくことが必要と考えられる。

２ ケーブルテレビ事業者と番組供給事業者等との関係等


